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昭和62年 ・臨時教育審議会第２次提言（各学校段階の英語教育の目標の明確化、英語教育の開始時期の検討、
大学入試への外部検定試験の活用） →研究開発学校における研究

平成10年 ・小学校・中学校学習指導要領改訂
「総合的な学習の時間」新設、国際理解教育

※平成19年度には97％の小学校で何らかの外国語に係る活動を実施

平成20年 ・小学校・中学校学習指導要領告示（平成23年度、24年度から全面実施）【現行学習指導要領】
―小学校外国語活動開始（５，６年生） 年間35単位時間（週１回程度）

平成25年 ・教育再生実行会議第３次提言「これからの大学教育等の在り方について」
（大学入試における外部検定試験の活用、英語学習早期化など提言）

平成26年11月 ・文部科学大臣から中央教育審議会に「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について」
諮問 （学習指導要領改訂に向けた審議開始）
－教育課程企画特別部会における全体的な方向性、小学校部会における小学校の教育課程の枠組み、外国語教育WG

における外国語教育全体の在り方の検討などを経て、答申へ

平成28年12月 ・中央教育審議会「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び
必要な方策等について（答申）」

平成29年3月 ・小学校・中学校学習指導要領告示 【新学習指導要領】
―小学校３年からの外国語活動（35単位時間/年）、高学年の教科化(70単位時間/年）

平成30年4月 ・新学習指導要領に向けた移行措置開始
第３，第４学年 移行措置として15単位時間/年
第５，第６学年 移行措置として50単位時間（現行35単位時間に＋15単位時間）/年

令和２年4月 ・新しい小学校学習指導要領全面実施

小学校外国語教育に係る経緯
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高校卒業レベル
現: ３,０００語程度

新: ４,０００
～ ５,０００語程度

高
等
学
校

外国語教育の抜本的強化のイメージ

15分程度の短時間学習の活用等を
含めた弾力的な時間割編成も可能

※CEFR：欧州評議会（Council of Europe）が示す、外国語の学習や教授等のためのヨーロッパ
共通参照枠を言う。英検との対照は日本英語検定協会が公表するデータによる。

・５領域を総合的に扱う科目群（英語コミュニケーションⅠ,Ⅱ,Ⅲ）、
ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄやﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等を通して発信力を高める科目群
（論理・表現Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）を設定

・授業は外国語で行うことを基本 （前回改訂より）

年間１４０単位時間（週４コマ程度）

・外国語で自分自身の考えや気持ちなどを伝え合う
対話的な活動を重視

・具体的な課題を設定するなどして、学習した語彙、表現
などを実際に活用する言語活動を充実

・授業は外国語で行うことを基本

５・６年 （教科） 年間７０単位時間（週２コマ程度）

・音声に十分慣れ親しんだ上で、段階的に「読むこと」
「書くこと」を加える

・指導の系統性を確保

３・４年 （活動） 年間３５単位時間（週１コマ程度）

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心

・外国語に慣れ親しませ、学習への動機付けを高める

中
学
校

小
学
校

・小学校の学習経験が十分に
生かきれていない

・言語活動が十分でない

年間１４０単位時間
（週４コマ程度）

・学年が上がるにつれて意欲に課題
・学校種間の接続が不十分

英検３級程度以上の生徒
42.6％（目標５０％）*H30

英検準２級程度以上の生徒
40.2％（目標50％）*H30

年間３５単位時間
（週１コマ程度）

・音声を中心に英語に慣れ
親しんでいる

・中学校入学時の学習意欲
が向上

活動

高等学校で
現: １,８００語程度

新: １,８００
～ ２,５００語程度

中学校で
現:１,２００語程度

新:１,６００
～ １,８００語程度

・学習意欲、 発信力に課題
・言語活動が十分でない

中
学
校

小
学
校

「何が出来るようになるか」という観点から、小・中・高等学校を通じた
５つの領域（ 「聞くこと」「読むこと」「話すこと［やり取り・発表］ 」「書くこと」 ）別
の目標を設定

高
等
学
校

小学校で
新: ６００

～ ７００語程度

高
校
生
の
た
め
の

学
び
の
基
礎
診
断

全
国
学
力
・

学
習
状
況
調
査

大学入試改革

CEFR※

Ｂ２
（英検準１級等）

Ｂ１
（英検２級等）

Ａ２
（英検準２級等）

Ａ１
（英検３級等）

改善の
ための
PDCA

サイクル

【2019年度～】

【2019年度～】

※「聞くこと」「読むこと」
「書くこと」「話すこと」
に関する調査を実施

【2020年度～】

改善の
ための
PDCA

サイクル

現行 新学習指導要領

思考力等を重視
資格・検定試験の成績を
活用（英語成績提供シス
テム）

小学校2020（令和２）年度、中学校2021（令和3)年度から全面実施、
高等学校2022年度（令和４年度)入学者より学年進行で実施
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全公立小学校19,333校を対象に調査実施（平成３０年５月時点）
H31(R1)分は調査時点における各学校の予定に基づく。※数値については、四捨五入となるため、合計が必ずしも100％と一致しない。

第３学年 第４学年

第５学年 第６学年

3％（492校）

3％（497校）

45％

（8,800校）

32％

（6,117校）

1％（258校）

1％（182校）

11％

（2,091校）

10％
（2,009校）

40％

（7,647校）

54％…

H31

H30

36～ 35 26～34 16～25 15
3％（494校）

3％（500校）

45％

（8,781校）

32％

（6,166校）

1％（286校）

1％（202校）

11％
（2,112校）

11％
（2,029校）

40％

（7,612校）

54％

（10,482校）

H31

H30

36～ 35 26～34 16～25 15 （単位時間）

1％（272校）

1％（282校）

42％

（8,262校）

28％

（5,369校）

1％（90校）

1％（106校）

8％
（1,685校）

7％
（1,338校）

47％

（9,100校）

63％

（12,238校）

H31

H30

71～ 70 61～69 51～60 50 （単位時間）

1％（275校）

1％（281校）

42％

（8,236校）

28％

（5,341校）

1％（93校）

1％（107校）

8％
（1,689校）

7％
（1,354校）

48％

（9,123校）

63％…

H31

H30

71～ 70 61～69 51～60 50（単位時間）

35％の小学校が35時間
（全面実施同様）以上を実施

（単位時間）

54％の小学校が15時間
（移行措置分）のみを実施

35％の小学校が35時間
（全面実施同様）以上を実施

54％の小学校が15時間
（移行措置分）のみを実施

29％の小学校が70時間
（全面実施同様）以上を実施

63％の小学校が50時間
（移行措置分）のみを実施

29％の小学校が70時間
（全面実施同様）以上を実施

63％の小学校が50時間
（移行措置分）のみを実施

平成30年度・31年度の２年間は新学習指導要領の円滑な実施のための移行措置として、中学年・高学年とも最小限の授業（年
間15時間分）を確保して行う。中学年で約半数、高学年で４割強の小学校が、全面実施と同程度の授業時数を確保している。
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ブリティッシュ・カウンシルと連携し、英語の指導
方法、研修の実施方法の専門的な研修を実施
リーダーから各校の中核教員を経由して展開

○英語による言語活動を通した指導 ○音声中心の学習から段階的に読むこと、書くことにも慣れ親しむ ○中学校への円滑な接続
○国語や我が国の文化についても理解 ○児童の不安を取り除き、失敗を恐れない雰囲気づくり ○各教科等の学習との関連付けなど

ネイティブ・スピーカーや
英語が堪能な地域人材など
ALT: Assistant  Language Teacher

JET-ALT

・児童の発話を引き出す英語の提供
(教師との会話モデル提示、児童とのやり取りなど）

・異文化理解の促進
・児童のコミュニケーション意欲や学習意欲の向上

学級担任に
よる指導

一定の英語力を有した
教員等による

専科指導

教師用指導書
デジタル教材配布

地方交付税措置
来日時研修の実施

ティーム・
ティーチング

授業準備の支援

そのまま使える年間指導
計画案・学習指導案

研修の支援

各教育委員会が策定する
「英語教育改善プラン」に基づく研修

小学校外国語・外国語活動
研修ガイドブック

授業映像の配信
（YouTube）

外部専門機関・民間企業等との連携
音声や動画、遠隔通信など

ICTの効果的な活用促進

免許法認定講習
開設の支援

外国語（英語）
コアカリキュラム

教職課程における
英語指導法等の必修化

養成・採用の改善

各校の校内研修
567,795(H29単年度）

中核教員研修
26,102人（H26-30)

英語教育推進リーダー
中央研修

962人(H26-30)

文部科学省・外部専門機関
（British Council）

英語教育推進リーダー、
中核教員

英語専科加配教員
3,000人（2,000人）
※令和２年度概算要求（令和元年度予算）

学級担任間の
授業交換※

特別非常勤
講師等

中・高の
英語教員

小学校教員全体の外国語指導力の向上を図るとともに、
専科指導を担当できる一定の英語力を有し、より質の高い
英語教育を行うことができる人材の採用も計画的に進める

小学校外国語教育の特性を踏まえ、各学校の実態に応じて、学級担任による指導と一定
の英語力を有した教員による専科指導を両輪として活かす。専科加配を効果的に活用す
るとともに、英語教育推進リーダーや中核教員を中心に、校内研修や授業準備等を推進。

中期的な方向性新学習指導要領全面実施に向けた取組

小学校の外国語教育の特性を踏まえた質の高い授業の実施

校長のリーダーシップの下、
・各学校の実情に応じて最適な役割分担
・校内研修等は学校全体で取り組む

リーダーの育成、活用した研修 新教材使用開始
全面実施

教育職員免許法施行規則改正 新教職課程開始 大学入試４技能試験の成
績活用開始

移行措置2018
新教職課程履修者の大学卒業

2019 2020 20232022
第３期教育振興基本計画完了年度
高等学校学習指導要領実施開始専科加配措置

文
部
科
学
省
か
ら
の
支
援

2017

※他学級の学級担任が
授業を担当

ALT等の活用促進

効果的な活用事例の収集・共有

各学校の実態に応じて、新学習指導要領実施に向けた指導体制の確保 高大接続改革、教員養成改革によって、より高い教科指導力や英語力を有する教員を採用
学習指導要領改訂

スケジュールと今後の展開

一定の英語力を有する専科指導教員
を配置し、質の高い英語教育を行い、
総授業時数増に伴う負担を軽減
【一定の英語力】
・中学校又は高等学校の英語免許状を有する者
・2年以上の外国語指導助手の経験者
・CEFR B2相当以上の英語力を有する者
・海外大学、青年海外協力隊、在外教育
施設等で、2年以上の英語を使用した海
外留学・勤務経験のある者

2025

新学習指導要領完成年度

小学校における
外国語教育指導者養成研修
（NITS・福井県教育委員会主催）

「補習等のための指導員等派遣
事業」の一部で補助

英語が堪能な
地域人材等

令和２年度概算要求版

ALT等の活用人数 13,044人(H30)
全授業時間のうち71.4%にALTが参加

オンラインを活用した研修の実証研究
（R2年度概算要求）

小
学
校

３

移行期間における
新教材の配布



58.4% 59.8% 61.7% 62.4%

71.4%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

H25 H26 H27 H28 H29

小学校における英語教育担当者等の現状

担当している
教師数
（延べ人数）

主として担当している
教師別学級数
※（）内は比率、[ ]内は前年度の数

５・６学年の学級数 74,693学級

学級担任 65,699人 60,117学級（80.5%）[67,985]

同学年他学級担任 1,678人 1,448学級（ 1.9%）[1,042]

他学年学級担任 738人 611学級（ 0.8%） [489]

専科教師等 9,691人 8,329学級（11.2%）[3,164]

他小学校所属教師 3,491人 2,425学級（ 3.2%） [103]

中・高等学校所属教師 2,877人 967学級（ 1.3%） [562]

非常勤講師 2,562人 710学級（ 1.0%） [446]

特別非常勤講師 1,457人 86学級（ 0.1%） [160]

合 計 88,193人 74,693学級

・小学校教師のうち中・高等学校英語免許状を所有している割合

5.9％（ 20,182人／ 343,295人） [前年度5.4%]
※調査対象：小学校に所属し、授業を担当する校長、副校長、教頭、主幹教諭、

指導教諭、教諭、助教諭、講師（常勤の者に限る。）であり、臨時的
任用の者及び非常勤の者は含まない。

英語教育担当者の状況 ＡＬＴ等の活用状況

・ＡＬＴを授業で活用した時数の割合の推移

※小学校５・６年生の外国語教育においてＡＬＴ（ＪＥＴプログラム、自治体の直接任用、
労働者派遣契約、請負契約によるＡＬＴ）が活用されている時数の割合。
英語が堪能な地域人材や非常勤講師等は含まない。

※「総合的な学習の時間」や「特別活動」においてALTと関わる時間は含めない。

※ 「専科教師等」とは、外国語教育のみを担当する教師のほか、学級担任となっていない
教師で外国語教育を担当する教師をいう。

※人数は延べ数であり、例えばある学校の「専科教師等」が、他校の「他小学校所属教師」と
しても計上されている場合がある。

※（ ）内は、各項目の合計数に占める割合。

・ＡＬＴ等の活用人数
※JET-ALT、直接任用、派遣契約、請負契約、その他の合計数

0%~
~

7,735 

10,266 
11,439 

12,414 12,912 13,044 人

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30

2020年度からの小学校学習指導要領の全面実施に向け、各地方公共団体において、専科教師等の配置やALT（外国語指

導助手）等の活用人数・割合等が増加している。 ※平成30年英語教育実施状況調査より（公立小学校のみ）

全ての授業にALTが入って

いる小学校：41.5%
全く入っていない学校：

1.0%
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新学習指導要領の全面実施に向けた教材、参考資料等

小学校における新教材
Let’s Try!(第3,4学年）
We Can!（第5,6学年）

小学校における新教材
Let’s Try!(第3,4学年）
We Can!（第5,6学年）

小学校外国語活動・外国語
研修ガイドブック

新指導要領実施に向けた各テーマ別特集や
各教科等の改訂のポイントを連載 など

中学校外国語科
移行期間における
教師用指導資料 学習指導要領・

学習指導要領解説
（外国語編）（外国語活動・外国語編）

学習指導要領・
学習指導要領解説

（外国語編）（外国語活動・外国語編）

改訂の概要、目標及び内容の解説等に加え、
学校段階別の「目標」「言語材料」「言語活動
の例」の一覧等を掲載
※高等学校解説には、科目別の一覧付き

デジタル教材、教師用指導書の提
供の他、年間指導計画例、活動例、
授業案例などを掲載

基本編、 授業研究編、 実践編、 実習編、
理論編、 研修指導者編の6つのカテゴリー
で整理、動画による説明あり

初等教育資料・
中等教育資料

言語活動　及び　各対話例（教師の発話例） 言語活動　及び　対話例（生徒の発話例） 指導上の留意点

①Interactive Teacher Talk

T: Please show me your picture. S1, you have a pet, right?
   Please tell me about your pet.

T: So cute!　I want a dog. Do you have any pets, everyone?

T: A rabbit? Show me the picture, please. Wow, it is so big.  How old is it?

T: What's her name? ...  (こうしたやり取りを、数人の生徒と行う）

②S-S Interaction 1

Now introduce your family to your partner.

③Sharing

T: S1, please introduce your family.

T: Oh, Shiro is so cute.  Shiro is 4 years old, right?  Is Shiro a boy or girl?

T: I see. Do you like him?
T: What is おもしろい in English, everyone?

T: Funny.

T: Yes, So he is cute and funny.

④S-S Interaction 2

OK. Now change partners.
Then introduce your family

to your new patner.

①Interactive Teacher Talk

S1: This is my pet, Taro.
     He is a chihuahua.

S2: I have a rabbit.

S2: She is two years old.

S2: Her name is Momo.

③Sharing

S3: This is my pet, Shiro.  Shiro is 4.

S3: Boy.  And Shiro can run fast.

S3: Yes.  He is cute and, ... かわいい.
Ss: ...?

Ss: あー、聞いたことある。

A: Yes, he is cute and funny.

①Interactive Teacher Talk

●話題の提供
●語彙への意識付け

●正確さ及び適切さに関する指導

②S-S Interaction 1

以下のいずれかを計画的に行う。

●聞き手のモデル
●取組状況の確認

③Sharing

以下のいずれかを計画的に行う。

●キーワード等の使用

●パラフレーズ（既習表現の想起）
●対話の継続

④S-S Interaction 2

●変容の確認

帯活動　各時間の展開案　　第１学年　指導時期：５～６月　　人紹介「私の家族」②

１．トピック及び言語の働き：家族のこと（・紹介する）

２．主な言語材料：・be動詞・形容詞など/ strict, introduce, funny

３．目指す生徒の発話例　・This is my father, Takeshi. He is a baseball fan. He is funny.

４．各時間の展開案（各週４コマ中２コマの帯活動の時間を使って実施）

②S-S Interaction 1  対話例

A: This is my pet, Shiro. B: Oh, so cute.  How old?

A: 4. Shiro can run fast.

④S-S Interaction 2  対話例

A: This is my pet, Shiro.             B: So cute.  

A: Yes, He is so cute and funny.  B: I have a dog, too.  He is cute and funny, too.

A: Oh, really? What's the name?         B: He is Kuro.

小中接続単元「Hello! Junior High School Life」 第４時（全１２時） 

■目  標 ・アルファベットの名称について理解し，正しく大文字と小文字を書く。 
■評価規準 ・アルファベットの名称について理解し，正しく大文字と小文字を書くことができ

る。 
■準  備 ・４線黒板，アルファベットカード，ワークシート，We Can! 2 
 
時間 言語活動等（生徒） 指導・援助（教師） ◎評価<方法> 
12 分 ○挨拶をする 

 
・曜日についての small talk を聞き，

友達と好きな曜日を尋ね合う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
S1: What day do you like? 
S2: I like Sunday.   
S1: I see. 
S2: How about you? What day do you 

like? 
S1: I like Monday.  I like school. 

・全体に挨拶し，個別に数名の生徒と英語でやり取りをす

る。 
・本時の目標と流れを生徒と確認する。 
T: What day is it today?  
Ss: Monday. 
T: Yes.  It’s Monday.  I don’t like Monday.  I like 

Friday.  Friday’s next day is Saturday!  No school!  
I can sleep a lot.  Hahaha.  What day do you like, 
S1? 

S1: I like Monday.  I like school. 
T: I see.  How about you, S2?  What day do you like? 
S2: I like Saturday.  
T: Why? 
S2 : 次の日も休みだから。 
T: Saturday’s next day is Sunday.  OK, let’s talk about 

days.  What day do you like? Monday?  Tuesday?  
Wednesday?  Thursday?  Friday?  Saturday? Or 
Sunday?  

・必要に応じて，曜日の言い方の練習をしたり，板書を

したりする。 
・ペアで尋ね合わせる。 
※活動の前に“We Can!” のデジタル教材に入っている 
“Sunday, Monday, Tuesday”の歌を流したり，曜日を板書

する代わりに曜日の絵カードを提示したりしてもよい。 
・ペア活動の後，数名の生徒の意見を発表させ，学級全

体で共有する。 
 

17 分 ○アルファベットの大文字の名称と

文字を一致させる 
・大文字で表記されている単語を発表

する。 
・教師の言うアルファベットの名称を

・曜日の最初の文字はすべて大文字であることに気づか

せ，大文字に注目させる。 
・身の回りにある，大文字で表しているもの・ことを尋ね，

発表させる。 
 We have many 大文字 in our life.  CD is one of 

them.  

小学校の移行措置に対応した「小中接続単元」
の指導例、「話すこと［やり取り］」の新設や語彙
の像に対応した「帯活動」の例を紹介

全面実施後は、外国語科（第5,6学年）では検定教科書を使用

６



追加情報をホームページ上で一元的に随時提供予定

Small TalkSmall Talk 発音トレーニング発音トレーニング
・新学習指導要領改訂の
ポイント

・小学校新学習指導要領
に対応した新教材

など

小学校外国語活動・外国語 研修ガイドブック実践編
教員の学習用動画コンテンツ 教員支援機構（Nits) 校内研修シリーズ

クラスルーム・
イングリッシュ 基本英会話 スピーキング・

トレーニング

授業ダイジェスト動画
新学習指導要領を踏まえた小・中・高等学校の授業実践例を紹介

有識者・現場教員のインタビュー・対談動画
改訂のポイントや授業で大切にしたいことを確認

✔10～15分の短編集
✔PC、スマホ、タブレット視聴OK
✔移動時間に視聴
✔校内研修に活用

MEXT Channel 外国語教育はこう変わる！シリーズ

7

2019/8/1現在、10本の動画を掲載

７



英語以外の外国語※について、新学習指導要
領に基づいたカリキュラムや教材の開発等を実施
する。
【委託先：都道府県・指定都市教育委員会、国立大
学法人、学校法人】

小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

背景 課題

新学習指導要領の全面実施、「第３期教育振興基本計画」等に掲げられた目標の実現に向けて、2020年度から新しい英語教育が始まる小学校において質の高い指導
体制の構築、全国学力・学習状況調査等で課題が明らかとなっている中学生・高校生の英語での発信力（話す・書く力）強化が喫緊の課題。各地域の課題を踏まえた
取組の推進や新たな指導法等の開発等を進め、全国的な英語教育の水準の向上、効果的かつ持続可能な体制を構築する。

中学校・高等学校における英語教育の抜本的
改善のための指導方法等に関する実証研究

22百万円（32百万円）

先進的な指導・評価方法等の開発について授
業実践を通じた実証研究を実施する。

【委託先：国立大学法人】

指導力向上及び条件整備 指導力等強化のための実証研究

【小学校外国語活動教材】
小学校３・４年生で使用する教材「Let’s Try!」を引き続き配布する。また、小、中、高等
学校の指導法等の映像資料の作成及びポータルサイトを運営する。

大学と教育委員会等との連携により、
専門性を有した教員や外部人材等の
活用のための講座開設等を支援する。
【委託先：国立大学法人、学校法人、都道
府県・指定都市教育委員会】

＜取組例＞
○小学校教員等が中学校教諭免許状

（英語）を取得するための免許法認
定講習

○大学と教育委員会が連携し、教員養
成課程の学生等を対象にした、専門性
の高い小学校外国語指導者の養成・
確保のための講習（教師塾）

○特別免許状等を利用した人材活用
（ネイティブ・スピーカーや英語が堪能な
人材等）のための講習

○外国語指導助手（ALT）等を対象と
した資質・能力向上のための講習等

・英語による指導力向上のため、オンラインとオ
フラインを融合した研修プログラムを開発、実
施。効果を検証し全国へ普及を図る。

・令和元年度から中・高等学校教員を対象に
開始した実証事業に加え、小学校外国語教
育に対応したプログラムを実施・検証する。

研修機会の地域差解消×「働き方改革」の推進

【委託先：民間機関等】

都道府県・指定都市教育委員会が、各地域の英語教育の実態に応じた「英語教育改
善プラン」を策定し、目標達成に向けて行う取組のうち、他地域への普及が期待されるも
のを支援する。また、各種調査等の結果も含めた成果分析を行い、国として効果的な取
組等を普及し、英語教育におけるPDCAサイクル、EBPMを促進する。

【委託先：都道府県・指定都市教育委員会、民間機関等】

指導体制の強化

英語教育改善プラン推進事業 187百万円（119百万円）

＜英語以外の外国語＞
中国語、韓・朝語、仏語、独語、西語、露語 等

免許法認定講習の開設等
教員養成機関等との連携による小学校
専門人材育成・確保事業

91百万円（106百万円）

実践
理論

グローバル化に対応した外国語教育推進事業
7百万円(7百万円）

移行期間小

移行期間中
高 移行期間

2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2

実施（学年進行）

全面実施

全面実施

オンライン・オフライン研修実証事業
60百万円（30百万円）

集合研修
（オフライン）

PC/スマホ等で受講
（オンライン）

共有

新たな外国語教育に対応した条件整備・情報発信事業 169百万円(305百万円）

英語教育改善プラン

【Plan】

各自治体の課題に応
じた具体的な取組

【Do】

英語教育実施状況
調査

【Check】

各自治体の取組を
分析し、次年度へ

【Action】

学
習
指
導
要
領

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

関
連
事
業

遠隔教育システム導入実証研究事業
様 学 教 専
実 教

教職員定数の改善
小学校英語教育の早期化・教科化に伴う専科指導に必要な教
員の充実

令和2年度要求・要望額 536百万円
(前年度予算額 627百万円)
(※前年度予算額には前年度で終了した小学校高学年教材整備分136百万円を含む）

各自治体における具体的な取組メニューの例
※以下のような効果的な方法の開発や検証、事例集や普及資料の作成を支援
・英語教育推進リーダー、外部専門機関や民間機関等と連携した英語指導力向上プログラム等の開
発、実施

・多様な検定教科書の使用を前提とした、小学校の特性を踏まえた効果的かつ持続可能な指導方
法や評価方法

・文法等の知識を実際のコミュニケーションで活用する言語活動の充実
・「話すこと」「書くこと」等のパフォーマンス評価等の効果的な実施
・英語教育の小・中・高等学校の連携
・ALT等を活用した効果的な指導法、授業外における英語活用機会の充実
・ICTを活用した英語力向上の指導方法や評価手法
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